
1

令和６年度リスク管理方針

金融の自由化・国際化の進展や金融技術の高度化に伴い、金融機関が抱えるリスクは多

様化・複雑化しております。

コロナ後の経済活動再開と賃金上昇を支えに、日本銀行が金融政策の見直しに踏み出し

たところですが、多くの金融機関が有価証券評価損を抱える下では、環境変化に対し金利

および資産価格が過敏に反応し、大幅な水準調整を起こすリスクがあります。また、人材

確保や価格転嫁が困難な中小零細企業においては、コロナ禍以後の財務面の後遺症が解消

され難く、経営の持続性が損なわれる懸念に十分注視する必要があります。更には、高度

化するサイバー攻撃や地震・水害等の災害リスク等についても引き続き的確に対処する必

要があります。

こうした経営環境のなか、当組合は、協同組織金融機関としての役割を果たすため、更

なるリスク管理体制の整備・強化に向けて、以下のリスク管理方針のもと業務運営にあた

ってまいります。

１．統合的リスク管理方針

当組合は、コンプライアンスの徹底と適切なリスク管理が経営の健全性を確保するた

めに極めて重要であることを認識のうえ、統合的リスク管理（注）に向けた態勢整備に

取組み、経営体力に見合った業務運営を行う。

また、管理すべきリスクのうち、信用・市場・流動性リスクについては、リスクを適

正にコントロールしつつ収益の最大化を図ることとし、オペレーショナル・リスクにつ

いては、リスクの発生自体を予防することでリスクの極小化に努めることとする。

（注）リスク・カテゴリー毎（信用リスク、市場リスク、およびオペレーショナル・リ

スク等）に評価したリスクを総体的に捉え、金融機関の経営体力（自己資本）と比

較・対照することによってリスク管理を行うもの。

２．各リスクの管理方針

（１）信用リスク管理方針

信用リスクとは、信用供与先の財務状況の悪化等により、資産（オフ・バランス資

産を含む。）の価値が減少ないし消失し、金融機関が損失を被るリスクである。

当組合は、与信業務に携わる役職員が従うべき基本指針・行動規範として信用リス

ク管理規程を定め、その周知徹底を図る一方、当該リスクの管理には、与信先の信用

状況の把握が何よりも重要であるとの認識のもと、取引先の財務・収支状況に関する

定量的な評価を基本に定性面の評価を勘案のうえ、与信判断に努めることとする。

（２）市場リスク管理方針

市場リスクとは、金利、為替、株式等の様々な市場のリスク・ファクターの変動に

よって、資産・負債（オフ・バランスを含む）の価値が変動し損失を被るリスクであ

り、これには資産・負債から生み出される収益が変動し損失を被るリスクも含まれる。
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なお、市場リスクは主に以下の３つのリスクからなっている。当組合は､資産の健

全性向上に積極的に取組むこととし､各リスクに配慮しながら､安定した適正収益を

確保するための体制整備に努めることとする。

① 金利リスク

金利変動に伴い損失を被るリスクで､資産と負債の金利又は期間のミスマッチが

存在している中で金利が変動することにより､利益が低下ないし損失を被るリス

ク｡

② 為替リスク

外貨建資産･負債についてネット・ベースで資産超又は負債超ポジションが造成

されていた場合に､為替の価格が当初予定されていた価格と相違することによって

損失が発生するリスク｡

③ 価格変動リスク

有価証券等の価格の変動に伴って資産価格が減少するリスク｡

（３）流動性リスク管理方針

流動性リスクとは、運用と調達のミスマッチや予期せぬ資金の流出により、必要な

資金確保が困難になる、または通常よりも著しく高い金利での資金調達を余儀なくさ

れることにより損失を被るリスク（資金繰りリスク）と、市場の混乱等により市場取

引ができなかったり、通常よりも著しく不利な価格での取引を余儀なくされたりする

ことにより損失を被るリスク（市場流動性リスク）からなる。

当組合は、地域において組合員等の資金需給の仲介者としての役割を果たすととも

に、余裕資金を効率的に運用する責務を負っている。このため、流動性リスクを基本

的かつ重要なリスクと位置づけ、資金繰りリスク・市場流動性リスク管理部門におい

て日々の資金繰りや予期せぬ資金需要に対応できるよう、流動性確保に配意した資金

運用に努めることとする。

（４）オペレーショナル・リスク管理方針

オペレーショナル・リスクとは、金融機関の業務の過程、役職員の活動若しくはシ

ステムが不適切であること又は外生的な事象により損失を被るリスク（自己資本比率

の算定に含まれる分）及び金融機関自らが「オペレーショナル・リスク」（自己資本

比率の算定に含まれない分）と定義したリスクである。

当組合は、統合的リスク管理規程においてオペレーショナル・リスクの対象を明確

にし、それぞれのリスク特性に応じて適切に管理することにより、リスク顕在化の未

然防止に努めることとする。

① 事務リスク管理

事務リスクとは、役職員が正確な事務を怠る、あるいは事故・不正等を起こすこ

とにより当組合が損失を被るリスクである。

当組合は、正確かつ効率的な事務処理が信用の原点であるとの認識のもと、コン

プライアンスの徹底を図り、役職員の事務リスクに対する意識の高揚と事務の正確

性の確保に努めることとする。



3

② システムリスク管理

システムリスクとはコンピュータシステムのダウンまたは誤作動などシステム

の不備等に伴い金融機関が損失を被るリスク、さらにコンピュータが不正に使用さ

れることにより当組合が損失を被るリスクである。

当組合は、コンピュータシステムの安全稼働を確保するため、セキュリティーポ

リシーに基づいた各種対策を実施するとともに、万一障害が発生した場合の影響極

小化と早期復旧を図るため、情報資産に関する管理体制、バックアップのためのコ

ンピュータ資源の二重化およびシステムダウン時の復旧訓練を行うなどの対策を

講じることとする。

③ 法務リスク管理

法務リスクとは、法令や契約等に違反すること、不適切な契約を締結すること、

その他法的な原因により、当組合が損失を被るリスクである。

当組合は、これら諸問題に適切に対応するため、「法務リスク管理要領」に基づ

き、組織内の連絡・連携を図りながら、法務関連情報の収集・管理を行うとともに、

新規業務の開始や各種契約の締結等においては、リーガル・チェックの実施や顧問

弁護士の活用等により法務リスクの極小化を図り、風評・経済的損失の発生防止に

努めることとする。

④ 災害・犯罪リスク管理

災害・犯罪リスクとは、自然災害・戦争・犯罪など、非常事態の発生により当組

合が損失を被るリスクである。

当組合は、災害・犯罪リスクに対する安全度向上のための諸施策を計画的に実施

し、万一の災害や犯罪等発生時の人的損失並びに物的損失の軽減に努めることとす

る。

また、マネロン・テロ資金供与防止態勢強化のため、顧客リスクの評価・分析や、

取引モニタリングの徹底など、諸規定に則り強化した態勢の定着を図る。

⑤ 風評リスク管理

風評リスクとは、当組合の資産の健全性や収益力、自己資本などのリスク耐久力、

規模、成長性、利便性など当組合の風評を形成する内容が劣化し、顧客からみて当

組合への安心度、親密度が損なわれることにより、当組合の風評が低下するリスク

である。

当組合は、風評リスクに適切に対応するため「風評リスク管理規程」に基づき、

不断にモニタリングを行い、当組合の風評に影響を及ぼすと思われる事項について

は、組織内の連絡・連携を図りながら、情報の収集・管理を行うとともに、リスク

の極小化を図り、経済的損失の発生防止に努めることとする。

以 上


